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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に電極と誘電体層と保護層とが形成された前面板を有して成るプラズマディスプ
レイパネルの製造方法であって、
　前記電極が透明電極とバス電極とから構成されており、前記バス電極の形成が、
　　（ｉ）導電性粒子を含んで成るバス電極原料を調製する工程、
　　（ｉｉ）基板上に形成された透明電極に対して前記バス電極原料を供する工程、
　　（ｉｉｉ）前記バス電極原料を熱処理に付してバス電極を形成する工程、および
　　（ｉｖ）前記形成されたバス電極の表面領域全面に対して局所的な熱処理を施し、前
記バス電極に含まれる導電性粒子を溶融させる工程
を含んで成り、
前記バス電極の全体の厚さをｔとすると、前記工程（ｉｖ）では、前記バス電極表面から
０．３ｔ～０．６ｔまでの内部領域に存在する前記導電性粒子のみを溶融させることを特
徴とする製造方法。
【請求項２】
　局所的な熱処理を行う手段として、プラズマトーチ、レーザーまたはフラッシュランプ
を用いることを特徴とする、請求項１に記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、プラズマディスプレイパネルの製造方法に関し、特にプラズマディスプレイ
パネルの前面板側の電極の製造方法に関する。また、本発明は、かかる製造方法より得ら
れるプラズマディスプレイパネルにも関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＰＤＰ（例えば３電極面放電型ＰＤＰ）は、映像を見る人から見て表面側となる前面板
とその裏側の背面板とを対向配置して、それらの周辺部を封着部材で封着した構造を有し
ている。前面板と背面板との間に形成された放電空間にはネオンおよびキセノンなどの放
電ガスが封入されている。前面板は、ガラス基板の一方の面に形成された走査電極と維持
電極とから成る表示電極対と、これらの電極を覆う誘電体層と保護層とを備えている。背
面板は、ガラス基板に上記表示電極対と直交する方向にストライプ状に形成された複数の
アドレス電極と、これらのアドレス電極を覆う下地誘電体層と、アドレス電極毎に放電空
間を区画する隔壁と、隔壁の側面および下地誘電体層上に塗布された赤色・緑色・青色の
蛍光体層とを備えている。
【０００３】
　表示電極対とアドレス電極とは直交していて、その交差部が放電セルを成している。こ
れらの放電セルはマトリクス状に配列されており、表示電極対の方向に並ぶ赤色・緑色・
青色の蛍光体層を有する３個の放電セルがカラー表示のための画素となる。このようなＰ
ＤＰでは、順次、走査電極とアドレス電極間、および走査電極と維持電極間に所定の電圧
が印加されてガス放電を発生させている。そして、かかるガス放電で生じる紫外線により
蛍光体層を励起して可視光を発光させることによってカラー画像表示を実現している。
【０００４】
　近年では、ＰＤＰは従来のＮＴＳＣ方式に比べて走査線数が２倍以上となるハイディフ
ィニションテレビへの高精細化が進んでいる。同時にディスプレイの大画面化が進む中に
おいては、必然的に画像表示に要する電圧・電力が高くなるため、表示電極の抵抗値を低
下させることが望まれる。
【０００５】
　表示電極の抵抗値を低下させるためには、電極断面積を大きくする必要があるが、電極
幅を大きくすると画像表示する画素の可視光を透過させる開口面積が小さくなり、ＰＤＰ
の画像表示輝度が低下することになる。一方、電極膜厚を大きくすると実質的に電極上部
の誘電体層の厚みが小さくなり、誘電体層の絶縁耐圧が低下する不具合を伴う。
【０００６】
　そこで、バス電極の現像後のアンダーカット量を大きくすることによって、つまり図７
に示すように、バス電極（１２ｂ、１３ｂ）の基板側と接する幅Ｗ１に対してバス電極（
１２ｂ、１３ｂ）の投影幅Ｗ２の差分値を２５μｍ以上とすることによって、現像後の工
程となる焼成工程の熱履歴による金属バス電極の熱収縮量を大きくし、電極膜を密に形成
する試みがなされている。これにより、銀粒子同士の点接触数を増やすことができるので
、バス電極の導電率の向上を図ることができる（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－２９３８６７号公報
【特許文献２】特開２００８－２８２７０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　電極膜を密にし、銀粉末・銀粒子の粒子同士の点接触数を増やすことによって、導電率
を上げることができるものの、焼成後も銀粉末・銀粒子が点接触しているに過ぎないため
、密な膜を形成しても抵抗値の低下割合は依然小さい。更に、アンダーカット量を大きく
すると、白層と黒層との熱収縮の差により発生するバス電極端部の反り量（エッジカール
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量）が増加してしまう。つまり、図８に示すように「バス電極（１２ｂ、１３ｂ）の幅方
向中心における膜厚Ｈ１」と「バス電極（１２ｂ、１３ｂ）の端部における膜厚Ｈ２」と
の差分値が増加する。その結果、エッジカール頂部での誘電体層の実質的な膜厚が薄くな
ってしまい、誘電体層の絶縁耐圧が低下してしまう（“エッジカール”については図９も
参照のこと。また、“エッジカール”の発生要因については上記特許文献２も参照された
い）。特に誘電体層をゾルゲル材料で形成する場合には、エッジカール量の増加に起因し
て誘電体層表面に段差が生じてしまい、誘電体層内にクラックが発生し易くなるので、絶
縁耐圧低下のリスクが高まってしまう。
【０００９】
　本発明は上記事情に鑑みて為されたものである。即ち、本発明の課題はバス電極抵抗が
減じられたＰＤＰを提供することであり、また、別の課題はバス電極のエッジカールが抑
制されたＰＤＰを提供することでもある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明は、基板上に電極と誘電体層と保護層とが形成された
前面板を有して成るプラズマディスプレイパネルの製造方法であって、
　前面板の電極が透明電極とバス電極とから構成され、そのバス電極の形成が、
　　（ｉ）導電性粒子を含んで成るバス電極原料を調製する工程、
　　（ｉｉ）基板上に形成された透明電極に対してバス電極原料を供する工程、
　　（ｉｉｉ）透明電極上に供されたバス電極原料を熱処理に付し、バス電極原料からバ
ス電極を形成する工程、および
　　（ｉｖ）得られたバス電極の表面に対して局所的な熱処理を施し、バス電極に含まれ
ている導電性粒子の少なくとも一部を溶融させる工程
を含んで成ることを特徴とする製造方法が提供される。
【００１１】
　本発明の製造方法は、得られたバス電極に対して局所的な熱処理を施すことを特徴とし
ている。特に、本発明の製造方法では、得られたバス電極の表面に対して局所的な熱処理
を施し、それによって、バス電極に含まれる導電性粒子の少なくとも一部を溶融させる。
【００１２】
　本明細書で用いる「局所的な熱処理」とは、バス電極の全体を熱処理するのではなく、
その一部分、特にバス電極の表面部分を熱処理することを意味している。特に好適な態様
では、バス電極に対して瞬間的な熱処理を施すことによって、バス電極の表面部分を熱処
理する。このような熱処理によって、バス電極に含まれている導電性粒子の少なくとも一
部（特に“バス電極の表面側に存在している導電性粒子”）を溶融化させる。最終的に得
られるバス電極は、それに含まれていた導電性粒子の少なくとも一部が溶融固化して成る
領域を含んでいるので、より低い抵抗値を呈することになる。例えば、上記の「局所的な
熱処理」を行わない場合と比較して、バス電極抵抗値は約５％～約５０％低減する。
【００１３】
　本明細書において「前面板」とは、映像を見る人から見て表面側となるパネル基板を指
しており、実質的には、蛍光体層および隔壁が存在していない側のパネル基板を指してい
る（換言すれば、蛍光体層および隔壁が存在する“背面板”と対向配置されるパネル基板
が“前面板”であるといえる）。
【００１４】
　ある好適態様では、バス電極表面から０．２ｔ～０．７ｔまでのバス電極内部領域に存
在する導電性粒子を溶融させる（ｔ：バス電極の全体厚さ）。つまり、バス電極表面から
「バス電極全体厚さの２０％～７０％に相当する深さ」に至るまでの領域の導電性粒子の
みを熱処理して溶融させる。
【００１５】
　別のある好適な態様では、局所的な熱処理を行う手段として、プラズマトーチ、レーザ
ーまたはフラッシュランプを用いる。
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【００１６】
　本発明では、上述した製造方法を通じて得られるプラズマディスプレイパネルも提供さ
れる。かかるプラズマディスプレイパネルは、基板上に電極と誘電体層と保護層とが形成
された前面板と、基板上に電極と誘電体層と隔壁と蛍光体層とが形成された背面板とが対
向配置されて成るプラズマディスプレイパネルであって、
　前面板の電極が透明電極とバス電極とから構成されており、バス電極が、導電性粒子を
溶融固化することで得られた溶融固化部を少なくとも有して成ることを特徴としている。
【００１７】
　本明細書において「溶融固化部」とは、バス電極原料の導電性粒子が一旦溶融した後で
固化して形成された電極部分のことを実質的に指している。かかる「溶融固化部」は、そ
の領域における全ての導電性粒子が溶融固化している態様に限定されず、その領域の一部
に溶融固化していない導電性粒子が部分的に含まれている態様であってもよい。また、か
かる「溶融固化部」は、導電性粒子が完全に溶融することで形成された態様のみならず、
導電性粒子が不完全に溶融する（例えば、粒子の表層部分だけが溶融する）ことで形成さ
れた態様をも包含する。
【００１８】
　本発明のプラズマディスプレイパネルにおいては、溶融固化部がバス電極の表面領域、
即ち、表層領域に形成されている。ある好適な態様では、溶融固化部が、バス電極表面か
ら０．２ｔ～０．７ｔに至るまで厚さ寸法・深さ寸法を有している（ｔ：バス電極の全体
厚さ）。
【００１９】
　別のある好適な態様では、バス電極が「透明電極と接するように形成された黒層」と「
その黒層の上に形成された白層」とから成る２層構造を有している。かかる場合、黒層が
軟化温度４００℃～５５０℃のガラス材料を含んで成ることが好ましい。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明に係るプラズマディスプレイパネルでは、バス電極が「導電性粒子に起因した溶
融固化部」を含んでおり、バス電極が全体的に低い抵抗値を呈する（具体的にいうと“局
所的な熱処理”を行わない場合と比較してバス電極抵抗値は約５％～約５０％低減してい
る）。その結果、本発明においては消費電力の低いＰＤＰが実現される。特に、バス電極
の表面側において導電性粒子の溶融固化部が存在しているが、これは、放電に寄与するバ
ス電極白層の抵抗値が低減することを意味している。従って、その白層にて電流が多く流
れ、放電しやすくなり、結果、消費電力の低いＰＤＰが実現されることになる。
【００２１】
　また、本発明では、「局所的な熱処理」によってバス電極の“エッジカール”を除去な
いしは低減することができる。従って、本発明によって誘電体層の絶縁耐圧の低下を防止
できる。換言すれば、バス電極のエッジカールを除去・低減できるということは、ゾルゲ
ル法を用いて誘電体層を形成した場合であっても、“エッジカール”に起因したクラック
の発生を効果的に防止できることを意味しており、絶縁耐圧低下のリスクを効果的に回避
できる。

【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】ＰＤＰの構造を模式的に示す斜視図
【図２】ＰＤＰ前面板の構成を模式的に示す断面図
【図３】本発明の製造方法の工程を模式的に示す斜視断面図
【図４】溶融固化部の厚みを説明するための模式図
【図５】実施例で撮影されたバス電極の断面写真（図５（ａ）：ＰＴＡ処理前のバス電極
の断面写真、図５（ｂ）：ＰＴＡ処理後のバス電極の断面写真）
【図６】ＰＴＡ処理後のバス電極の膜形状評価結果を示すグラフ（実施例）
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【図７】特許文献１において現像後のバス電極の態様を模式的に示す断面図（従来技術）
【図８】特許文献１において焼成後のバス電極の態様を模式的に示す断面図（従来技術）
【図９】表示電極（バス電極）に発生した“エッジカール”の態様を模式的に示す断面図
（従来技術）
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下にて、本発明の「プラズマディスプレイパネルの製造方法」および「プラズマディ
スプレイパネル」を詳細に説明する。尚、図面に示す各種の要素は、本発明の理解のため
に模式的に示したにすぎず、寸法比や外観などは実物と異なり得ることに留意されたい。
【００２４】
［プラズマディスプレイパネルの構成］
　まず、本発明の製造方法を経ることによって最終的に得られるプラズマディスプレイパ
ネル（以下「ＰＤＰ」とも称す）を簡単に説明する。図１にＰＤＰの全体構成を断面斜視
図で示すと共に、図２にＰＤＰ前面板の構成を断面図で示す。
【００２５】
　ＰＤＰ（１００）の前面板（１）では、平滑で透明かつ絶縁性の基板（１０）（例えば
ガラス基板）上に、走査電極（１２）と維持電極（１３）とから成る表示電極（１１）が
複数形成されており、その表示電極（１１）を覆うように誘電体層（１５）が形成され、
更に、その誘電体層（１５）上に保護層（１６）（例えば、ＭｇＯから成る保護層）が形
成されている。特に、表示電極（１１）は、図２に示すように、透明電極（１２ａ，１３
ａ）とバス電極（１２ｂ、１３ｂ）とから成る電極が対となった電極対（１１）を複数有
して成ることにより構成されている。透明電極（１２ａ，１３ａ）は、酸化インジウム（
ＩＴＯ）または酸化スズ（ＳｎＯ２）などから成る透明な導電膜であり、好ましくは５０
～５００ｎｍ程度の厚さ寸法を有している。一方、バス電極（１２ｂ、１３ｂ）は、銀を
主成分とした電極であり、好ましくは１～５５μｍの厚さ寸法、より好ましくは１～２０
μｍの厚さ寸法を有していると共に、好ましくは１０～２００μｍの幅寸法、より好まし
くは５０～１２０μｍの幅寸法を有している。
【００２６】
　前面板（１）に対向配置される背面板（２）では、絶縁性の基板（２０）上にアドレス
電極（２１）が複数形成され、このアドレス電極（２１）を覆うように誘電体層（２２）
が形成されている。そして、かかる誘電体層（２２）上のアドレス電極（２１）間に対応
する位置に隔壁（２３）が設けられ、誘電体層（２２）の表面上の隣接する隔壁（２３）
の間には、赤、緑、青の各色の蛍光体層（２５）がそれぞれ設けられている。
【００２７】
　表示電極（１１）とアドレス電極（２１）とが直交し、且つ、放電空間（３０）が形成
されるように、前面板（１）と背面板（２）とは、隔壁（２３）を挟んで対向して配置さ
れている。放電空間（３０）には、放電ガスとして、ヘリウム、ネオン、アルゴンまたは
キセノンなどの希ガスが封入される。このように構成されたＰＤＰ（１００）では、隔壁
（２３）によって仕切られ、表示電極（１１）とアドレス電極（２１）とが交差する放電
空間（３０）が放電セル（３２）として機能することになる。
【００２８】
［ＰＤＰの一般的な製造法］
　次に、このようなＰＤＰ（１００）の典型的な製造方法について簡単に説明する。ＰＤ
Ｐ（１００）の製造は、前面板（１）の形成工程と背面板（２）の形成工程とに分かれて
いる。まず、前面板（１）の形成工程においては、ガラス基板（１０）上に、例えばスパ
ッタ法等で透明電極を形成すると共に焼成法等でバス電極を形成することによって表示電
極（１１）を形成する。次いで、表示電極（１１）を覆うように誘電体原料をガラス基板
（１０）上に塗布して加熱処理して誘電体層（１５）を形成する。次いで、この誘電体層
（１５）上に、電子ビーム蒸着（ＥＢ蒸着）法などでＭｇＯなどの膜を形成することで保
護層（１６）を形成し、前面板（１）を得ている。
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【００２９】
　背面板（２）の形成工程においては、ガラス基板（２０）上に、例えば焼成法等でアド
レス電極（２１）を形成し、その上に誘電体原料を塗布して誘電体層（２２）を形成する
。次いで、所定のパターンで低融点ガラスから成る隔壁（２３）を形成し、その隔壁（２
３）の間に蛍光体材料を塗布して焼成することによって蛍光体層（２５）を形成する。次
いで、基板の周縁部に対して「低融点フリットガラス材料などから成るパネル封着用材料
」を塗布し、焼成を行うことで封着部材（図１には図示せず）を形成し、背面板（２）を
得ている。
【００３０】
　得られた前面板（１）と背面板（２）とを対向するように位置合わせし、その状態で固
定したまま加熱して封着部材を軟化させることによって、前面板（１）と背面板（２）と
を気密に接合する、いわゆるパネル封着を実施する。引き続いて、加熱しながら放電空間
（３０）内のガスを排気する、いわゆる排気ベーキングを実施した後、放電空間（３０）
内に放電ガスを封入（例えば５３０００Ｐａ～８００００Ｐａ程度の圧力で封入）するこ
とによって、ＰＤＰ（１００）を完成させる。
【００３１】
［本発明の製造方法］
　本発明の方法は、ＰＤＰ製造において、特に前面板側のバス電極の形成に関している。
かかるバス電極の形成では、先行して形成したバス電極の表面に対して局所的な熱処理を
施す。つまり、本発明の製造方法では、バス電極形成に際して、バス電極前駆層を全体的
に熱処理した後、その全体的な熱処理により得られたバス電極の一部を局所的に熱処理し
ている。
【００３２】
　図３を参照して、本発明の実施形態を説明していく。本発明の実施に際しては、まず、
図３（ａ）に示すように、基板（１０）上に透明電極（１２ａ、１３ａ）を形成する。基
板（１０）は、ソーダライムガラスや高歪み点ガラス、各種セラミックスからなる絶縁基
板であることが好ましく、厚さは１．０ｍｍ～３ｍｍ程度であることが好ましい。かかる
基板（１０）に対して薄膜プロセスやフォトグラフィ法などを実施することによって、酸
化インジウム（ＩＴＯ）または酸化スズ（ＳｎＯ２）などから成る透明電極を形成する。
透明電極の厚さは好ましくは５０～５００ｎｍ程度である。
【００３３】
　透明電極（１２ａ、１３ａ）上には図３（ｂ）に示すようにバス電極（１２ｂ、１３ｂ
）を形成する。典型的には、バス電極原料を塗布し、フォトグラフィ法を用いてパターニ
ングし、さらに最終的には５００℃～６００℃程度で焼成することによってバス電極（１
２ｂ、１３ｂ）を形成する。バス電極原料は、導電性粒子（例えば銀粒子）を含んで成る
電極材料ペーストである。特に本発明では、図３（ｂ）に示すように、バス電極を「下層
を成す黒層（１３ｂ’）」と「上層を成す白層（１３ｂ”）」とから成る二層構造で形成
することが好ましい。
【００３４】
　バス電極形成を経時的に説明する。まず、バス電極原料として用いられる黒層および白
層の電極原料ペーストをそれぞれ塗布し、乾燥させて、電極前駆体膜を形成する。具体的
には、透明電極上に黒層原料ペーストを塗布し、乾燥させてから、その表面に白層原料ペ
ーストを塗布し、乾燥させる。次いで、かかる乾燥により得られた電極前駆体膜の表面を
パターンに応じたマスクによって遮光しつつ、光を照射して露光する。露光後、電極前駆
体膜を現像に付す。そして、現像後の電極前駆体膜を焼成することによってバス電極が形
成される。
【００３５】
　「黒層および白層の電極原料ペースト」はいずれも感光性ペーストであって、一般的な
ＰＤＰ製造に常套的に用いられているものであれば特に制限はない。例えば、電極原料ペ
ーストは、導電性粒子、ガラスフリット、黒色無機微粒子、感光性樹脂や有機バインダな



(7) JP 5243469 B2 2013.7.24

10

20

30

40

50

どの有機物の樹脂、重合開始剤、モノマーおよび／または有機溶剤などを含んで成る。導
電性粒子は主に白層に含まれ、黒色無機微粒子は主に黒層に含まれる。必要に応じて、白
層および黒層は、それらの機能に影響を及ぼさない限りにおいて、黒色無機微粒子および
導電性粒子をそれぞれ含んでいてよい。
【００３６】
　このような電極原料ペーストを、ロールコータなどにより塗布した後、乾燥させること
によって、大部分の有機溶剤を蒸発させる。従って、乾燥後の電極前駆体膜は、蒸発した
有機溶剤を除く導電性微粒子、ガラスフリット、感光性樹脂、有機バインダ等の有機物の
樹脂（モノマーが重合されたものを含む）およびモノマーなどで構成されている。
【００３７】
　黒層の電極前駆体膜は、焼成後に、約０．５μｍ～約５μｍの厚さを有するように形成
することが好ましい。一方、白層の電極前駆体膜は、焼成後に、約０．５μｍ～約５０μ
ｍの厚さを有するように形成することが好ましい。ちなみに、現象によってパターニング
する際の電極幅精度を好適に確保する点を重視すると、黒層および白層の各層の厚さは０
．５μｍ～１０μｍ程度であることが好ましい。
【００３８】
　電極原料ペーストを塗布する方法としては、ロールコートに限定されず、ダイコート、
スピンコートまたはブレードコートなども用いることができる。
【００３９】
　具体的な電極原料ペーストとしては、銀（Ａｇ）粒子などの導電性粒子と、酸化ビスマ
ス（Ｂｉ２Ｏ３）、酸化ホウ素（Ｂ２Ｏ３）、および／または酸化ケイ素（ＳｉＯ２）な
どを主成分とするガラスフリットと重合開始剤、感光性樹脂および有機バインダなどの有
機物の樹脂、モノマー、ならびに有機溶剤をそれぞれ所定の比率で混合したものを挙げる
ことができる。以下、各成分について説明する。
【００４０】
　導電性粒子としては、粒径が約０．１μｍ～５０μｍの銀粒子（Ａｇ粒子）を用いるこ
とが好ましい。銀粒子の粒径が０．１μｍ未満であると、銀粒子同士の凝集が生じやすく
なり、バス電極の抵抗値が一定にならない可能性がある。また、銀粒子の粒径が５０μｍ
を越えると、バス電極の高さを、銀粒子が上回り、一定且つ均一なパターンを持ったバス
電極を形成できなくなるからである。なお、ここでいう「粒径」とは、粒子のあらゆる方
向における長さのうち最大となる長さを実質的に意味している。銀粒子以外に、導電性の
良好なアルミニウム（Ａｌ）、ニッケル（Ｎｉ）、金（Ａｕ）、白金（Ｐｔ）、クロム（
Ｃｒ）、銅（Ｃｕ）およびパラジウム（Ｐｄ）から成る群から選択される金属の粒子、ま
たはそれらの合金から成る粒子を導電性粒子として用いてもよい。銀粒子をはじめ上述の
ような導電性粒子は、黒層（即ち黒層原料ペースト）に含まれてもよいものの、好ましく
は白層（即ち白層原料ペースト）に含まれる。
【００４１】
　ガラスフリットとしては、酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）、酸化ホウ素（Ｂ２Ｏ３）、お
よび／または酸化シリコン（ＳｉＯ２）などを主成分とする低融点ガラスフリットが好ま
しく用いられる。尤も、所望の電極形状を形成できるガラス材料であれば、これらを主成
分とするガラスに限られず、他のガラスフリットを用いてよい。
【００４２】
　次に、黒色無機微粒子について説明する。黒色無機微粒子は、主に黒層（即ち黒層原料
ペースト）に含まれるものである。あるいは、黒色無機微粒子は、白層（即ち白層原料ペ
ースト）に含まれていてもよい。黒色無機微粒子としては、四三酸化コバルト（Ｃｏ３Ｏ

４）の粒子を用いることが好適である。黒色無機微粒子として四三酸化コバルト粒子を添
加した場合、少量の添加でも十分な黒色度を有する、緻密な焼成皮膜が得られることから
、薄い膜厚で十分なコントラストを達成できる。その結果、特に、黒層において、乾燥、
露光、現像、および焼成の各工程において、基板に対する優れた密着性、解像性、および
焼成性を損なうことなく、焼成後において十分な層間導電性（透明電極と白層との層間導
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通）および黒さを同時に満足し得る、焼成皮膜を形成できる。また、四三酸化コバルトは
、重合開始剤、感光性樹脂、およびなどの有機成分や有機溶剤などとの親和性が高いため
、四三酸化コバルトとこれらの有機成分および有機溶剤を組み合わせて使用することによ
り、保存安定性に優れた電極原料ペーストを得ることができる。
【００４３】
　四三酸化コバルト粒子としては、粒径が５μｍ以下（好ましくは０．０５μｍ以上５μ
ｍ以下）の微粒子を用いることが望ましい。粒径を５μｍ以下とすることで、少量の添加
でも密着性を損なうことなく、緻密な焼成皮膜を形成できるため、特に黒層の場合、十分
な層間導電性（透明電極と白層との層間導通）及び黒さを同時に満足し得る。
【００４４】
　黒色無機微粒子として、四三酸化コバルト（Ｃｏ３Ｏ４）とともに、またはこれに代え
て、耐熱性黒色顔料を配合することができる。耐熱性黒色顔料は、耐熱性に優れる無機顔
料であれば、特に限定されない。一般にはクロム（Ｃｒ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル
（Ｎｉ）、鉄（Ｆｅ）、マンガン（Ｍｎ）およびルテニウム（Ｒｕ）から成る群から選択
される金属の酸化物、および複合酸化物が、耐熱性黒色顔料に相当し、これらを単独で又
は２種類以上組み合わせて用いてよい。
【００４５】
　感光性樹脂は、光が照射されると、架橋して不溶化する性質を有する樹脂であり、例え
ば、エチレン性不飽和二重結合を有するカルボキシル基含有感光性樹脂である。感光性樹
脂は、具体的には、不飽和カルボン酸と不飽和二重結合を有する化合物の共重合体にエチ
レン性不飽和基をペンダントとして付加させることによって得られるカルボキシル基含有
感光性樹脂、エポキシ基と不飽和二重結合を有する化合物と不飽和二重結合を有する化合
物の共重合体に不飽和カルボン酸を反応させ生成した２級の水酸基に多塩基酸無水物を反
応させて得られるカルボキシル基含有感光性樹脂、不飽和二重結合を有する酸無水物と不
飽和二重結合を有する化合物の共重合体に水酸基と不飽和二重結合を有する化合物を反応
させて得られるカルボキシル基含有感光性樹脂、エポキシ化合物と不飽和モノカルボン酸
を反応させ生成した２級の水酸基に多塩基酸無水物を反応させて得られるカルボキシル基
含有感光性樹脂、および水酸基含有ポリマーに多塩基酸無水物を反応させて得られるカル
ボキシル基含有樹脂にエポキシ基と不飽和二重結合を有する化合物をさらに反応させて得
られるカルボキシル基含有感光性樹脂などであってよいが、これらに限定されない。これ
らの感光性樹脂は、単独で又は混合物として用いてよい。
【００４６】
　また、有機バインダとして機能する樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポ
リビニルブチラール、メタクリル酸エステル重合体、アクリル酸エステル重合体、アクリ
ル酸エステル－メタクリル酸エステル共重合体、α－メチルスチレン重合体、およびブチ
ルメタクリレート樹脂等を挙げることができるが、これらに限定されない。これらの有機
バインダは、単独で又は混合物として用いてよい。
【００４７】
　重合開始剤は、後述するモノマーを重合させるために用いられる。重合開始剤は、特に
限定されないが、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、
ベンゾインイソプロピルエーテル等のベンゾインとベンゾインアルキルエーテル類、アセ
トフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、１，１－ジクロロアセ
トフェノン等のアセトフェノン類、２－メチル－１－[４－（メチルチオ）フェニル]－２
－モルフォリノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モ
ルフォリノフェニル）－ブタノン－１等のアミノアセトフェノン類、２－メチルアントラ
キノン、２－エチルアントラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノン、１－クロロアント
ラキノン等のアントラキノン類、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチ
オキサントン、２－クロロチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントン等の
チオキサントン類、アセトフェノンジメチルケタール、ベンジルジメチルケタール等のケ
タール類、ベンゾフェノン等のベンゾフェノン類、又はキサントン類、（２，６－ジメト
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キシベンゾイル）－２，４，４－ペンチルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－ト
リメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベン
ゾイルジフェニルフォスフィンオキサイド、エチル－２，４，６－トリメチルベンゾイル
フェニルフォスフィネイト等のフォスフィンオキサイド類、および各種パーオキサイド類
などであってよい。
【００４８】
　モノマーとしては、例えば、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロ
ピルアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールアク
リレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、ポリウレタンジアクリレート、トリ
メチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタ
エリスリトールテトラアクリレート、トリメチロールプロパンエチレンオキサイド変性ト
リアクリレート、トリメチロールプロパンプロピレンオキサイド変性トリアクリレート、
ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト及び上記アクリレートに反応する各メタクリレート類などが挙げられるが、これらに限
定されない。モノマーは単独で用いて、モノポリマーを生成してよく、あるいは複数のモ
ノマーを選択して、コポリマーを生成してよい。
【００４９】
　有機溶剤としては、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン類、トルエン
、キシレン、テトラメチルベンゼンなどの芳香族炭化水素類、セロソルブ、メチルセロソ
ルブ、カルビトール、メチルカルビトール、ブチルカルビトール、プロピレングリコール
モノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコ
ールモノエチルエーテルなどのグリコールエーテル類、酢酸エチル、酢酸ブチル、セロソ
ルブアセテート、ブチルセロソルブアセテート、カルビトールアセテート、ブチルカルビ
トールアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートなどの酢酸エス
テル類、エタノール、プロパノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、テル
ピネオールなどのアルコール類、オクタン、デカンなどの脂肪族炭化水素、石油エーテル
、石油ナフサ、ソルベントナフサなどの石油系溶剤が挙げられ、これらを単独または２種
以上を組み合わせて用いることができる。
【００５０】
　電極原料ペーストにおいて、各成分の割合は、適宜選択される。例えば、白層原料ペー
ストにおいては、導電性微粒子１００質量部に対してガラスフリットは０．５～２００質
量部、感光性樹脂および有機バインダなどの有機物の樹脂成分は、ペースト全体の質量を
１００質量部としたときに、これに対して１０～８０質量部、重合開始剤は樹脂成分の質
量を１００質量部としたときに、これに対して１～３０質量部、モノマーは樹脂成分の質
量を１００質量部としたときに、これに対して２０～１００重量部、溶剤はペースト全体
の質量を１００質量部としたときに、これに対して１～３０質量部の割合で含まれること
が望ましい。一方、黒層原料ペーストにおいては、黒色無機微粒子１００質量部に対して
ガラスフリットは０．５～２００質量部、感光性樹脂および有機バインダなどの有機物の
樹脂成分は、ペースト全体の質量を１００質量部としたときに、これに対して１０～８０
質量部、重合開始剤は樹脂成分の質量を１００質量部としたときに、これに対して１～３
０質量部、モノマーは樹脂成分の質量を１００質量部としたときに、これに対して２０～
１００重量部、溶剤はペースト全体の質量を１００質量部としたときに、これに対して１
～４０質量部の割合で含まれることが望ましい。
【００５１】
　上述のような成分を含んだ「黒層および白層の原料ペースト」を塗布・乾燥して得られ
る電極前駆体膜に対しては露光マスクなどを配置した後、光を照射して露光を実施する。
その結果、マスクが配置された部分に未露光部分が生じ得る。露光後には、露光マスクを
剥がして、電極前駆体膜をアルカリ水溶液などにより現像して、未露光部分を除去する。
現像後、マスクで覆われていた部分に対応する白層および黒層が除去され、電極パターン
が形成されることになる。
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【００５２】
　露光に際しては、所定の電極パターンを有する露光マスク（ネガマスク）を用いて、接
触露光及び非接触露光を実施することが可能である。露光光源としては、ハロゲンランプ
、高圧水銀灯、ローザー光、メタルハライドランプ、ブラックランプ、または無電極ラン
プなどを用いることができる。露光量は、好ましくは５０～１０００ｍＪ／ｃｍ２程度、
より好ましくは５０～５００ｍＪ／ｃｍ２程度である。現像は、炭酸ナトリウム、水酸化
ナトリウム、水酸化カルシウム水溶液などのような金属アルカリ水溶液を用いてスプレー
法または浸漬法により実施されることが好ましい。
【００５３】
　現像後、電極前駆体膜を、例えば４００℃～６００℃程度の温度、より好ましくは５０
０℃～６００℃の温度で焼成に付す。かかる焼成によってバス電極が形成される。焼成に
際しては、電極前駆体膜に含まれる導電性粒子同士が点接触し得ると共に、ガラスフリッ
トが溶融し得る。
【００５４】
　本発明では、焼成によりバス電極を形成した後、図３（ｃ）に示すように、バス電極表
面に対して局所的な熱処理を行う。これによりバス電極に含まれる導電性粒子の少なくと
も一部を溶融させる。この局所的な熱処理を通じて最終的に得られるバス電極は「導電性
粒子を溶融固化することで形成された溶融固化部」を含むことになり、それゆえ、バス電
極の抵抗値が全体的に低減する。例えば、「局所的な熱処理」を行わない場合に対して、
バス電極抵抗値が約５％～約５０％低減する。このようにバス電極の抵抗値が低下するの
で、最終的に得られるＰＤＰにおいて消費電力が減じられる。特に、放電に寄与する白層
の表面領域において“導電性粒子に起因した溶融固化部”が形成されるので、放電が容易
となって消費電力の低いＰＤＰが効果的に実現される。
【００５５】
　局所的な熱処理は“瞬間的な熱処理（ＲＴＡ：Rapid Thermal Annealing）”によって
実施することが好ましい。換言すれば、局所的な熱処理としては、熱応答性が高く、瞬間
的な熱照射が可能であって、必要以上に深いところまで熱伝導が起こりにくいものを採用
することが好ましい。より具体的には、熱応答性が高く、瞬間的な照射でバス電極の表面
側に存在する導電性粒子を溶融でき、しかも、透明電極（１２ａ、１３ａ）・基板（１０
）の深い箇所にまで熱伝導が起こりにくい熱源を用いることが好ましい。本発明では、熱
源としてプラズマトーチ、レーザーまたはフラッシュランプを用いることが好ましく、か
かる熱処理手段を用いることによって、バス電極の表層領域にのみ“導電性粒子に起因し
た溶融固化部”を好適に形成できる。
【００５６】
　例えば、プラズマトーチ（６０）を用いるとＰＴＡ法（プラズマトーチアニール法）を
実施することができ、バス電極の表層領域にのみ熱処理を局所的に施すことができる。Ｐ
ＴＡ法とは、アノードとカソードと間で直流アーク放電により約１００００℃を超える高
温高速のプラズマジェットを発生させる方法である。場合によっては、プラズマジェット
にセラミックス、サーメットなどの粉末を投入してもよい。ＰＴＡ法では、スキャン速度
、バス電極表面と熱源との間のギャップ、スキャン回数、熱源のパワー等の諸条件を調整
することによって、バス電極の表面側の導電性粒子に付与する熱容量を変えることができ
、これにより、溶融固化部の厚さ、ひいては、バス電極全体の抵抗値を調整することがで
きる。
【００５７】
　レーザーを用いた局所的な熱処理の場合では、バス電極の表面に対してレーザーを照射
する。レーザー光としては、エキシマレーザー、ＹＡＧレーザー、ＣＯ２レーザー、紫外
線、赤外線、電子線、Ｘ線、または、プラズマ由来のエネルギー線などを用いることがで
きる。ある態様を例示すると、レーザー波長は、好ましくは６００～１２００ｎｍの範囲
、レーザー出力は好ましくは０．５～１００Ｗの範囲である。レーザーを用いた熱処理で
は、例えば、レーザー出力などを調整することによって、バス電極表面の導電性粒子に付
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与する熱容量を変えることができ、これにより、溶融固化部の厚さ、ひいては、バス電極
全体の抵抗値を調整することができる。また、（ａ）レーザー出力を調整することの他に
、（ｂ）レーザーのスキャン速度を調整する、（ｃ）レーザーの集光径を調整する、（ｄ
）レーザーのスキャン・ピッチなどを調整してもよい。上記（ａ）～（ｄ）は単独で行っ
てもよいものの、それらを種々に組み合わせて行ってもよい。
【００５８】
　フラッシュランプを用いた熱処理の場合では、光パルス幅を調整し加熱時間を制御する
ことによって、バス電極の表層領域にのみ熱処理を局所的に施すことができる。
【００５９】
　溶融固化部の厚み、即ち、局所的な熱処理を施す深さは、バス電極全体の厚さの７０％
以下（即ち、バス電極全体厚さをｔとすると、バス電極表面からバス電極深さ０．７ｔま
で）とすることが好ましく、より好ましくはバス電極全体の厚さの６０％以下（即ち、バ
ス電極全体厚さをｔとすると、バス電極表面からバス電極深さ０．６ｔまで）である。こ
のように、“溶融固化部の厚さ”の上限値を、バス電極全体の厚さの７０％、より好まし
くは６０％とすることによって、熱付与による基板歪を抑制することができる。その一方
、“溶融固化部厚さ”の下限値についていえば、好ましくはバス電極全体の厚さの２０％
（即ち、バス電極全体厚さをｔとすると、バス電極表面から０．２ｔまでの深さ）、より
好ましくは３０％（即ち、バス電極全体厚さをｔとすると、バス電極表面から０．３ｔま
での深さ）である。このような下限値とすることによって、量産工程においてバス電極表
面の導電性粒子に付与される熱容量のバラツキがあったり、あるいは、パネルの面内にお
ける表示電極形状のバラツキがあったとしても、バス電極の抵抗値のバラツキを抑制する
ことができる。
【００６０】
　上記を整理すると、“導電性粒子から形成された溶融固化部”は、好ましくはバス電極
表面から０．２ｔ～０．７ｔまでの厚さを有しており（図４参照）、より好ましくはバス
電極表面から０．３ｔ～０．６ｔまでの厚さを有している。それゆえ、例えばバス電極全
体の厚さ寸法が約１０μｍであった場合、“導電性粒子から形成された溶融固化部”は、
好ましくはバス電極の表面から２μｍ～７μｍの深さに至るまでの領域に形成されており
、より好ましくはバス電極の表面から３μｍ～６μｍの深さに至るまでの領域に形成され
ているといえる。
【００６１】
　尚、バス電極に発生した“エッジカール”を効果的に除去・低減する観点からは、局所
的な熱処理は、そのエッジカール部ないしはその近傍に対しても行うことが好ましい。つ
まり、局所的な熱処理は、バス電極表面に行うが、その際に特にバス電極エッジ部表面に
対して行うことが好ましい。特定の理論に拘束されるわけではないが、そのような局所的
熱処理を施すことによって、電極端部が溶融してエッジカールが除去・低減されることに
なる。
【００６２】
　バス電極の形成に引き続いては、図３（ｄ）に示すように、誘電体層（１５）を形成す
る。誘電体層（１５）は、ＰＤＰ前面板の一般的な製造で用いられる「ガラス材料を溶融
させて作成する方法」または「ゾルゲル法」などを用いて形成できる。例えば、「ガラス
材料を溶融させて作成する方法」を例にとると、ＳｉＯ２、Ｂ２Ｏ３、ＺｎＯ、Ｂｉ２Ｏ

３などを含むガラス粉末と有機溶剤とバインダ樹脂とを混合して成る誘電体原料ペースト
をスクリーン印刷法で塗布し、その後、焼成すると誘電体層を得ることができる。誘電体
層（１５）の厚さは、好ましくは１０μｍ～３０μｍ程度である。厚さを１０μｍ以上に
することにより、絶縁耐圧を好適に確保するとともに、電極のエッジカール部の高さのバ
ラツキにより局所的熱処理にて電極が加熱されるのを抑制することができる。一方、厚さ
を３０μｍ以下にすると、誘電体層の誘電率が好適に低下し得、放電時の無効電力を低減
することができる。尚、誘電体原料ペーストに含まれる有機溶剤としてはアルコール類（
例えばイソプロピルアルコール）やケトン類（例えばメチルイソブチルケトン）を挙げる
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ことができ、バインダ樹脂としては、セルロース系樹脂またはアクリル系樹脂などを挙げ
ることができる。
【００６３】
　ここで、形成される誘電体層は１層構造に限らず、２層構造であってもよい。以下では
「ガラス材料を溶融させて作成する方法」を例にとって『第１誘電体層（下層）／第２誘
電体層（上層）から成る２層構造の誘電体層』の形成について説明する。
【００６４】
　第１誘電体層の第１誘電体原料は、例えば、酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）を１５重量％
～４０重量％および酸化カルシウム（ＣａＯ）を０．５重量％～１５重量％含んで成り、
更に、酸化モリブデン（ＭｏＯ３）、酸化タングステン（ＷＯ３）、酸化セリウム（Ｃｅ
Ｏ２）、酸化マンガン（ＭｎＯ２）から選ばれる少なくとも１種を０．１重量％～７重量
％含んで成る。更に、第１誘電体原料は、酸化ストロンチウム（ＳｒＯ）、酸化バリウム
（ＢａＯ）から選ばれる少なくとも１種を０．５重量％～１２重量％含んで成っていてよ
い。
【００６５】
　かかる第１誘電体原料は、酸化モリブデン（ＭｏＯ３）、酸化タングステン（ＷＯ３）
、酸化セリウム（ＣｅＯ２）、酸化マンガン（ＭｎＯ２）に代えて、酸化銅（ＣｕＯ）、
酸化クロム（Ｃｒ２Ｏ３）、酸化コバルト（Ｃｏ２Ｏ３）、酸化バナジウム（Ｖ２Ｏ７）
および酸化アンチモン（Ｓｂ２Ｏ３）から成る群から選択される少なくとも１種を０重量
％～１０重量％の割合で含んでいてもよい。更に、第１誘電体原料は、鉛成分を含まない
材料組成を含んで成るものであってもよい。
【００６６】
　かかる第１誘電体原料の組成は、上記以外のものも考えられる。例えば、第１誘電体原
料は、酸化亜鉛（ＺｎＯ）を０重量％～４０重量％および酸化硼素（Ｂ２Ｏ３）を０重量
％～３５重量％、酸化珪素（ＳｉＯ２）を０重量％～１５重量％、酸化アルミニウム（Ａ
ｌ２Ｏ３）を０重量％～１０重量％などを含んだ成分（鉛成分を含まない成分）から構成
されていてもよい。
【００６７】
　上述のような第１誘電体原料を、湿式ジェットミルやボールミルで平均粒径が０．５μ
ｍ～２．５μｍとなるように粉砕して粉末材料を作製する。次いで、この粉末材料５５重
量％～７０重量％と、バインダ成分３０重量％～４５重量％とを三本ロールで混練して、
ダイコート用あるいは印刷用の第１誘電体原料ペーストを調製する。バインダ成分はエチ
ルセルロースあるいはアクリル樹脂１重量％～２０重量％を含んで成るターピネオールあ
るいはブチルカルビトールアセテートであってよい。また、原料ペースト中には、必要に
応じて可塑剤としてフタル酸ジオクチル、フタル酸ジブチル、リン酸トリフェニル、リン
酸トリブチルを添加し、分散剤としてグリセロールモノオレート、ソルビタンセスキオレ
ヘート、ホモゲノール（Ｋａｏコーポレーション社製品名）および／またはアルキルアリ
ル基のリン酸エステルなどを添加して印刷性を向上させてもよい。
【００６８】
　調製された第１誘電体原料ペーストは基板に塗布された後で熱処理に付される。具体的
には、表示電極を覆うように前面基板に対してダイコート法あるいはスクリーン印刷法で
第１誘電体原料ペーストを印刷して乾燥に付した後、焼成に付す。これによって最終的に
第１誘電体層を得ることができる。
【００６９】
　次に、第２誘電体層の形成について説明する。第２誘電体層の第２誘電体原料は、例え
ば、酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）を１５重量％～４０重量％および酸化バリウム（ＢａＯ
）を６．０重量％～２８重量％含んで成り、更に、酸化モリブデン（ＭｏＯ３）、酸化タ
ングステン（ＷＯ３）、酸化セリウム（ＣｅＯ２）および酸化マンガン（ＭｎＯ２）から
成る群から選択される少なくとも１種を０．１重量％～７重量％の割合で含んでいてよい
。更に、第２誘電体原料は、酸化カルシウム（ＣａＯ）および酸化ストロンチウム（Ｓｒ
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Ｏ）から選ばれる少なくとも１種を０．１重量％～７重量％の割合で含んでいてもよい。
【００７０】
　第２誘電体原料の組成は、上記以外のものも考えられる。例えば、第２誘電体原料は、
酸化亜鉛（ＺｎＯ）を０重量％～４０重量％、酸化硼素（Ｂ２Ｏ３）を０重量％～３５重
量％、酸化硅素（ＳｉＯ２）を０重量％～１５重量％、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）
を０重量％～１０重量％などを含んだ成分（鉛成分を含まない成分）から構成されていて
もよい。
【００７１】
　上述のような第２誘電体原料を、湿式ジェットミルやボールミルで平均粒径が０．５μ
ｍ～２．５μｍとなるように粉砕して粉末材料を作製する。次いで、この粉末材料５５重
量％～７０重量％と、バインダ成分３０重量％～４５重量％とを三本ロールミルで混練し
て、ダイコート用あるいは印刷用の第２誘電体原料ペーストを調製する。バインダ成分は
エチルセルロースあるいはブチルカルビトールアセテートであってよい。また、原料ペー
スト中には、必要に応じて可塑剤としてフタル酸ジオクチル、フタル酸ジブチル、リン酸
トリフェニル、リン酸トリブチルを添加し、分散剤としてグリセロールモノオレート、ソ
ルビタンセスキオレヘート、ホモゲノール（Ｋａｏコーポレーション社製品名）および／
またはアルキルアリル基のリン酸エステルなどを添加して印刷性を向上させてもよい。
【００７２】
　調製された第２誘電体原料ペーストは塗布されて熱処理に付される。具体的には、第１
誘電体層上にスクリーン印刷法であるいはダイコート法で第２誘電体原料ペーストを印刷
して乾燥した後、焼成に付す。これによって最終的に第２誘電体層を得ることができる。
【００７３】
　ここで、誘電体層全体の膜厚が小さいほどＰＤＰ輝度の向上と放電電圧を低減する効果
が顕著になるので、誘電体層全体の膜厚は絶縁耐圧が低下しない範囲内であれば、できり
だけ小さく設定するのが望ましい。かかる条件と可視光透過率との観点を重視すると、誘
電体層全体の膜厚は４１μｍ以下に設定し、その中で第１誘電体層の膜厚を５μｍ～１５
μｍ、第２誘電体層の膜厚を２０μｍ～３６μｍとすることが好ましい。
【００７４】
　ちなみに、酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）の含有量を減らすと、軟化点が上昇する不具合
があるものの、アルカリ金属などの添加剤を含有することによって、軟化点の上昇を抑制
させることが可能である。また、誘電体層のアルカリ金属は、その還元作用によって、バ
ス電極中の銀成分による黄変を発生する可能性がある。しかしながら、バス電極中に添加
剤としての金属酸化物が添加されていると、これらの金属酸化物の酸化性によって黄変に
対する抑制効果が発揮される。
【００７５】
　次に「ゾルゲル法」によって、誘電体層を形成する方法について詳述しておく。「ゾル
ゲル法」の実施に際しては、まず、ガラス成分および有機溶剤などを含んで成るペースト
状原料を調製する（以下では、調製された誘電体原料を「誘電体原料ペースト」とも称す
る）。
【００７６】
　ガラス成分は、好ましくは、ゾルゲル法の実施過程で有機溶剤と前駆体材料とから得ら
れるペースト状またはゾル状の流動性材料である。特に好ましくは、ガラス成分はシロキ
サン骨格（－Ｓｉ－Ｏ－）およびアルキル基を有して成るポリシロキサンを含んで成る。
シロキサン骨格は、直鎖状であっても、環状であっても、または三次元網目状であっても
かまわない。アルキル基の炭素数は１～６程度であることが好ましく、例えば、メチル基
、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基またはヘキシル基などのアルキル基を挙
げることができる（これらアルキル基は単独または２種以上含まれていてよい）。また、
アルキル基に必ずしも限定されるわけではなく、それに類する官能基、例えばアルキレン
基（メチレン基、エチレン基、プロピレン基またはブチレン基など）等が含まれていても
よい。
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【００７７】
　例えば、ガラス成分は、シリコンアルコキシドなどの前駆体材料と有機溶剤とを混和し
て、水や触媒などを添加することによって調製できる。より具体的にいえば、シリコンア
ルコキシド（特に好ましくはアルキル基を含んだシリコンアルコキシド）を有機溶剤に混
和し、常温または加温条件化において、攪拌しながら水と触媒とを少量ずつ均等に添加し
、加水分解や縮重合させることによって作製できる。
【００７８】
　ガラス成分の上記前駆体材料は、特に制限はなく、例えばメチルシリケートやエチルシ
リケートなどのアルキル基を含まない完全無機の前駆体材料であってよいものの、特に好
ましくはメチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリイソプロポ
キシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリイソプ
ロポキシシラン、オクチルトリメトキシシラン、オクチルトリエトキシシラン、ビニルト
リメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニル
トリエトキシシラン、トリメトキシシラン、トリエトキシシラン、トリイソプロポキシシ
ラン、フルオロトリメトキシシラン、フルオロトリエトキシシラン、ジメチルジメトキシ
シラン、ジメチルジエトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、ジエチルジエトキシシ
ラン、ジメトキシシラン、ジエトキシシラン、ジフルオロジメトキシシラン、ジフルオロ
ジエトキシシラン、トリフルオロメチルトリメトキシシラン、トリフルオロメチルトリエ
トキシシラン、他のアルコキシド系有機シリコン化合物（Ｓｉ（ＯＲ）４）、例えば、テ
トラターシャリーブトキシシラン（ｔ－Ｓｉ（ＯＣ４Ｈ９）４）、テトラセコンダリーブ
トキシシランｓｅｃ－Ｓｉ（ＯＣ４Ｈ９）４またはテトラターシャリーアミロキシシラン
Ｓｉ［ＯＣ（ＣＨ３）２Ｃ２Ｈ５］４のようなアルキル基およびそれに類する官能基を含
んだ前駆体材料である。これらの前駆体材料は１種類に限定されず、２種類以上の前駆体
材料を組み合わせて用いてもよい。
【００７９】
　有機溶剤としては、特に制限されるわけではないが、メタノール、エタノール、１－プ
ロパノール、２-プロパノール、ヘキサノール、シクロヘキサノールを含むアルコール類
、エチレングリコール、プロピレングリコールを含むグリコール類、メチルエチルケトン
、ジエチルケトン、メチルイソブチルケトンを含むケトン類、α－テルピネオール、β－
テルピネオール、γ－テルピネオールを含むテルペン類、エチレングリコールモノアルキ
ルエーテル類、エチレングリコールジアルキルエーテル類、ジエチレングリコールモノア
ルキルエーテル類、ジエチレングリコールジアルキルエーテル類、エチレングリコールモ
ノアルキルエーテルアセテート類、エチレングリコールジアルキルエーテルアセテート類
、ジエチレングリコールモノアルキルエーテルアセテート類、ジエチレングリコールジア
ルキルエーテルアセテート類、プロピレングリコールモノアルキルエーテル類、プロピレ
ングリコールジアルキルエーテル類、プロピレングリコールモノアルキルエーテルアセテ
ート類、プロピレングリコールジアルキルエーテルアセテート類、モノアルキルセロソル
ブ類を単独で用いることができる他、これらの溶剤から選ばれた少なくとも１種類または
２種類以上の溶剤から成る混合物も用いることができる。
【００８０】
　誘電体層のクラックをより効果的に防止すべく、誘電体原料ペーストにシリカ粒子（固
形状ガラス成分）を加えてもよい。用いるシリカ粒子の平均粒子サイズ（平均粒子径）は
５０～２００ｎｍであることが好ましい。粒子サイズを５０ｎｍ以上にすると、形成され
る誘電体層内にて粒子間の空隙が大きくなることに起因して応力緩和を図れると共に、比
表面積が下がることに起因して粒子表面に均一かつ十分な量のポリシロキサンを介在させ
ることができるので、クラック発生をより効果的に抑制できる。一方、粒子サイズを２０
０ｎｍ以下とすると、波長が４００～８００ｎｍである可視光の透過率を高めることがで
き、所望の光学特性を得ることができる。シリカ粒子は必ずしも単一サイズである必要は
なく、２種類以上のサイズを含んで成るものであってもよい。２種類以上の粒子サイズを
含む場合、得られる誘電体層中のシリカ粒子充填率を上げることが可能となり、クラック
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の発生をより効果的に防止できる。なお、ここでいう「粒子サイズ」とは、粒子のあらゆ
る方向における長さのうち最大となる長さを実質的に意味しており、「平均粒子サイズ」
とは、粒子の電子顕微鏡写真などに基づいて例えば１０個の粒子サイズを測定し、その数
平均として算出したものを実質的に意味している。
【００８１】
　使用するシリカ粒子は結晶性であっても非晶性（アモルファス）であってもよい。また
、使用するシリカ粒子は乾燥粉末状のものであってもよく、あるいは、予め水や有機溶剤
に分散されたゾル状のものであってもよい。シリカ粒子の表面状態、多孔度などについて
は特に制限はなく、市販されているシリカ粒子をそのまま用いることも可能である。シリ
カ粒子の添加は、ゾル状誘電体原料の調製前に添加しても、それを調製した後に添加して
もよい。
【００８２】
　誘電体原料に含まれるシリカ粒子の量は、誘電体層中に残存するシロキサン骨格との比
率により決定することが好ましいので、最終的に形成される誘電体層の重量を基準にして
規定すると、１０～９９重量％程度であり、好ましくは５０～９０重量％程度である。
【００８３】
　誘電体原料ペーストの塗布性を向上させるために、誘電体原料にバインダ樹脂を加えて
もよい。加えるバインダ樹脂としては、特に制限はないが、例えば、ポリエチレングリコ
ール、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、メタクリル酸エステル重合体、ア
クリル酸エステル重合体、アクリル酸エステル－メタクリル酸エステル共重合体、α－メ
チルスチレン重合体、ブチルメタクリレート樹脂およびセルロース系樹脂などを挙げるこ
とができ、これらを単独または２種類以上組み合わせて用いてもよい。誘電体原料ペース
トは有機溶剤の気化に起因して高い温度領域（２００～４００℃程度）で重量減少を呈す
ることになるが、バインダ樹脂の添加によりペースト材料全体の重量減少の速度を緩和さ
せることもでき、応力集中をより小さくできる。更には、バインダ樹脂は、より高温領域
においてシリカ粒子同士の接着力を助力するといった効果も有し得る。
【００８４】
　上述したような成分から調製される誘電体原料は、好ましくはペースト形態を有してい
る。ここで、誘電体原料ペーストは、室温（２５℃）およびずり速度１０００［１／ｓ］
において１ｍＰａ・ｓ～５０Ｐａ・ｓ程度の粘度を有していることが好ましい。このよう
な範囲に粘度を有すると、塗布領域における誘電体原料の濡れ広がりをより効果的に防止
できる。
【００８５】
　誘電体原料の各種成分の割合は、典型的なＰＤＰ誘電体層を得る際に用いられる一般的
な割合であれば、特に制限はない（より具体的には、いわゆる“ゾルゲル法”を利用して
誘電体層を形成する際に一般的に採用される割合であれば特に問題はない）。ただし付言
しておけば、本発明の効果をより引き出すためには、誘電体原料の固形分濃度が５重量％
～６０重量％であることが好ましく、更に好ましくは１５重量％～３５重量％である。こ
こでいう「固形分濃度」は、誘電体原料の全重量に対するガラス成分重量の割合、または
、誘電体原料の全重量に対する「ガラス成分重量＋バインダ樹脂重量」の割合を意味して
いる。誘電体層厚さを大きくするにはウェット状態での膜厚を大きくしなければならない
が、固形分濃度が５重量％を下回ると多量のペーストを使用することになるので、材料コ
ストが高くなる。一方、固形分濃度が６０重量％よりも上回ると、ガラス成分同士（例え
ばポリアルキルシロキサンオリゴマー同士）の距離が近くなり、凝集を起こしやすくなる
ために望ましくない。
【００８６】
　上述の成分を有するように調製された誘電体原料は、表示電極が形成された基板上塗布
される。誘電体原料の塗布には、スリットコータ法を用いることが好ましい。「スリット
コータ法」とは、巾広のノズルからペースト状原料を圧送吐出して所定の面にペースト状
原料を塗布する方法である。また、別法にて、例えばディスペンス法を用いてもよい。デ
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ィスペンス法とは、小径ノズルを備えた円筒形容器に誘電体原料ペーストを仕込み、ノズ
ルと反対側の開口部より空気圧を加えて誘電体原料ペーストを吐出する方法である。更に
別法にて、スプレー法、印刷法、フォトリソグラフィー法等を用いてもよい。
【００８７】
　塗布された誘電体原料は、その後、それに含まれている有機溶剤が減じられる。これに
より誘電体前駆層が形成される。有機溶剤を減じるには、有機溶剤を気化させる必要があ
る。従って、塗布された誘電体原料を乾燥に付してもよく、あるいは、塗布された誘電体
原料を減圧下または真空下に置いてもよい。乾燥を行う場合では、例えば、塗布された誘
電体原料を大気圧下で５０～２００℃程度の乾燥温度条件下に０．１～２時間程度付すこ
とが好ましい。また、減圧下または真空下に置く場合では、減圧度または真空度を有機溶
剤の飽和蒸気圧以下に維持することによって有機溶剤を蒸発させる。例えば、例えば７～
０．１Ｐａの減圧下または真空下に付すことが好ましい。必要に応じて「熱処理」と「減
圧下または真空下」とを組み合わせてもよい。
【００８８】
　引き続いて、誘電体前駆層を熱処理に付して、誘電体前駆層から誘電体層を形成する。
かかる熱処理では、誘電体前駆層が加熱されることに起因して、誘電体前駆層において縮
重合反応が進行して最終的に誘電体層が形成される。誘電体前駆層にバインダ樹脂が含ま
れている場合では、かかるバインダ樹脂が燃焼して誘電体前駆層から除去される。加熱温
度は、縮重合反応に必要とされる熱量の他、前駆層に残存し得る有機溶剤の沸点および含
有量などによって決定され得るが、一般的にいえば４５０～５５０℃程度の範囲である。
また、かかる加熱温度に付す時間も、縮重合反応に要する熱量、前駆層に残存し得る有機
溶剤の沸点や含有量などを総合的に考慮して決定され、誘電体原料の種類によって変わる
ものであるが、一般的には０．５～２時間程度である。熱処理手段としては、焼成炉のよ
うな加熱チャンバーを用いてよい。
【００８９】
　尚、形成される誘電体層の表面においては、クラックの発生を抑制する為に、バス電極
エッジカールに起因する電極段差が５μｍ以下、好適には電極段差が０μｍとなることが
原則望ましい。そのためには「誘電体原料ペーストの高粘度化および高固形分濃度化によ
り塗布後の原料ペーストのレベリングを抑制する方法」または「原料ペースト中の溶媒の
高沸点化および乾燥・焼成工程におけるプロセス条件の最適化による溶媒の蒸発速度低下
により乾燥時の対流に伴う原料ペースト中の固形分の移動を抑制する方法」などが効果的
であるものの、本発明では、上述の“局所的な熱処理”によりエッジカールを除去・低減
できるので、上記方法に依らずともクラックの発生を抑制できる。
【００９０】
　誘電体層（１５）の形成に引き続いては、図３（ｅ）に示すように保護層（１６）を形
成する。例えば、誘電体層上にスパッタ法（スパッタリング法）または蒸着法で保護層を
形成する。好ましくは、酸化マグネシウム（ＭｇＯ）を含んで成る保護層を形成する。保
護層の成分は、酸化マグネシウムに制限されるわけではなく、例えば、酸化カルシウム、
酸化ストロンチウムおよび酸化バリウムから成る群から選択される少なくとも１種類以上
の成分であってもよい（当然ではあるが、これらの成分と酸化マグネシウムとが共に含ま
れる保護層も考えられる）。このような成分は、酸化マグネシウムよりも仕事関数が小さ
く、動作電圧または駆動電圧の低電圧化に寄与し得る。形成される保護層の厚さは、好ま
しくは約５μｍ～約３０μｍ程度であり、より好ましくは約１０μｍ～約２０μｍ程度で
ある。蒸着法としては、ＣＶＤまたはＰＶＤを用いてよく、例えば電子ビーム蒸着法など
を用いてよい。尚、スパッタ法または蒸着法に限定されず、所望の保護層を形成できるの
であれば、他の手法を用いてもよい。
【００９１】
　以上、本発明の製造方法の実施形態について説明してきたが、あくまでも典型例を例示
したに過ぎない。従って、本発明はこれに限定されず、種々の態様が考えられる。例えば
以下の態様（Ａ）および（Ｂ）が考えられる。
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【００９２】
（Ａ）黒層のガラス材料の軟化点温度が４００～５５０℃となった態様
黒層／白層の２層構造から成るバス電極の場合、本発明では黒層のガラス材料の軟化点温
度が４００～５５０℃なっている態様が好ましい。黒層は画像表示時にコントラストを向
上させる目的として黒色顔料を含んでいるが、この黒色顔料は電極焼成時にガラス基板側
へと沈降するようにしてガラス基板側のコントラストを確保している。黒層のガラス材料
の軟化点温度を低くすると、焼成時のガラスの粘度が低下して黒色顔料が沈降しやすくな
る。それゆえ、黒層のガラス材料の軟化点温度が低いと、『色を数値化して表現するため
にＣＩＥ（国際照明委員会）が１９７６年に定めたL*値（L*a*b*表色系）』を低くするこ
とができ、画像表示時のコントラストを向上させることができる。このことを狙い。本発
明では、好ましくは黒層のガラス材料の軟化点温度を低く５５０℃以下とする。一方、後
の製造工程においても電極形状が維持されるように、かかる軟化点温度は４００℃以上と
することが好ましい。
【００９３】
（Ｂ）添加剤が予め混入されたバス電極ガラス材料を用いる態様
　バス電極原料ペーストに添加される金属酸化物の作用についていうと、ペースト中にお
いては、金属酸化物はペースト中の有機バインダの燃焼を促進する。すなわち酸化物とし
ての効果を発現する。ペースト中の酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）なども酸化剤として作用
するが、その酸化作用の程度が低い。そこで、添加剤としてモリブデン（Ｍｏ）、ルテニ
ウム（Ｒｕ）、セリウム（Ｃｅ）、錫（Ｓｎ）、銅（Ｃｕ）、マンガン（Ｍｎ）、アンチ
モン（Ｓｂ）、鉄（Ｆｅ）のうちの少なくとも１種の酸化物を混入させてもよい。これに
より、バス電極の焼成工程において有機バインダの燃焼が促進され、その結果として、誘
電体層への気泡発生を効果的に抑制することができる。ここで、これらの添加剤を直接ペ
ースト原料中に混合させると、添加剤の存在量がペースト全体に対してあまりに低いため
、ペースト内あるいは電極層内に点在することになる。このため、添加剤による有機バイ
ンダを燃焼させる効果が発現するところと、発現しないところが分布することになり、気
泡発生の抑制が不十分となり得る。それゆえ、本発明では、ペーストを形成するガラス材
料として、これらの添加剤があらかじめ混合されたガラス材料を用いてよい。これにより
、ペーストとして塗布し溶融した後の電極内にはこれらの添加剤が均一に分散することに
なり、気泡発生を抑制する効果を電極全体にわたって均一に発現させることが可能となる
。つまり、モリブデン（Ｍｏ）、ルテニウム（Ｒｕ）、セリウム（Ｃｅ）、錫（Ｓｎ）、
銅（Ｃｕ）、マンガン（Ｍｎ）、アンチモン（Ｓｂ）、鉄（Ｆｅ）のうちの少なくとも１
種の酸化物が、焼成工程においてバス電極内の有機成分を燃焼促進させる触媒作用を効果
的に発現することができ、その結果、その後の誘電体層の形成工程において、誘電体層内
に気泡が発生するのを抑制できるので、放電不良などの気泡起因の不良を低減してＰＤＰ
製造歩留まりの向上を効果的に図ることができる。「添加剤があらかじめ混合されたガラ
ス材料」の具体的な作成方法を例示すると次のようになる。酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）
を１５重量％～４０重量％、酸化珪素（ＳｉＯ２）を３重量％～２０重量％、酸化硼素（
Ｂ２Ｏ３）を１０重量％～４５重量％含む主たる材料粉末である第１材料粉末と、モリブ
デン（Ｍｏ）、ルテニウム（Ｒｕ）、セリウム（Ｃｅ）、錫（Ｓｎ）、銅（Ｃｕ）、マン
ガン（Ｍｎ）、アンチモン（Ｓｂ）、鉄（Ｆｅ）のうち少なくとも１種の酸化物を含む第
２材料粉末とを材料粉末混合ステップによって混合する。このとき、第２材料粉末が０．
１重量％～５重量％となるように秤量して混合分散することが好ましい。次いで、これら
の混合された材料粉末を、約１０００℃～１６００℃の温度で溶融させて溶融ガラスを作
製する溶融ガラス化ステップを経た後で冷却固化させることによってガラス材料を得る。
このガラス材料を、湿式ジェットミルやボールミルによって平均粒径が０．５μｍ～２．
５μｍとなるように粉砕することによって「添加剤があらかじめ混合されたガラス粉末材
料」を得ることができる。
【００９４】
［本発明のプラズマディスプレイパネル］
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　次に、本発明のプラズマディスプレイパネルについて説明する。かかるプラズマディス
プレイパネルは、上述した製造方法によって得られるものである。つまり、本発明のプラ
ズマディスプレイパネルは、基板上に電極と誘電体層と保護層とが形成された前面板と、
基板上に電極と誘電体層と隔壁と蛍光体層とが形成された背面板とが対向配置されて成る
プラズマディスプレイパネルであって、
　前面板の電極が透明電極とバス電極とから構成されており、バス電極が、導電性粒子を
溶融固化することで得られた溶融固化部を少なくとも有して成ることを特徴としている。
【００９５】
　本発明のプラズマディスプレイパネルのバス電極は、その表面に対して局所的な熱処理
を施すことを通じて形成されたものである。それゆえ、かかるバス電極には「導電性粒子
が溶融固化して成る溶融固化部」が含まれている。好ましくは溶融固化部はバス電極の表
面領域に形成されている。これは、バス電極が黒層／白層の２層構造から成る場合、バス
電極の主に白層において溶融固化部が形成されていることを意味している。
【００９６】
　尚、かかる溶融固化部においては、導電性粒子が一旦溶融しているので、導電性粒子同
士の接触率が高くなっていると解すことができる。従って、本発明のプラズマディスプレ
イパネルでは、バス電極表面側における導電性粒子同士の接触率がバス電極下方側よりも
高くなっている（ある別の表現を用いれば、溶融固化部では、導電性粒子同士が“点接触
”ではなく“面接触”している）。
【００９７】
　本発明のプラズマディスプレイパネルでは、図４に示すように、“導電性粒子に起因し
た溶融固化部”の厚みが、好ましくはバス電極表面から０．２ｔ～０．７ｔまでの厚さを
有している。溶融固化部がかかる態様を有しているからこそ、消費電力の低いＰＤＰの実
現が達成される。つまり、本発明のプラズマディスプレイパネルでは、特に放電に寄与す
るバス電極表面にて低抵抗が呈されるので、その表面において電流が多く流れ、放電しや
すくなり、結果、低消費電力ＰＤＰが実現される。「局所的な熱処理」を行わない場合（
即ち、局所的熱処理を施されていない従前のバス電極［厚さ条件は同一である］）と比較
すると、バス電極抵抗値は約５％～約５０％低減、好ましくは約１０％～約４０％低減、
更に好ましくは約１５％～約３０％低減している。
【００９８】
　ちなみに、上述の本発明の製造方法が上記（Ａ）の態様を有する場合、バス電極の黒層
が、軟化温度４００℃～５５０℃のガラス材料を含んで成る。かかる場合、本発明のプラ
ズマディスプレイパネルでは画像表示時のコントラストが向上し得る。
【００９９】
　その他、本発明のプラズマディスプレイパネルは種々の特徴を有しているが、これにつ
いては上記［本発明の製造方法］で言及しているので、重複を避けるため説明を省略する
。
【実施例】
【０１００】
　以下にて本発明に関連する実施例を説明する。かかる本実施例では“白層”のことを便
宜上“金属電極層”と称して説明する。なお、本実施例により、本発明の範囲が限定され
るものではないことを留意されたい。
【０１０１】
（バス電極の黒層を形成するためのペースト材料）
・黒色無機微粒子（ペースト材料全体の３２．６質量部）
粒子径２００ｎｍ～３００ｎｍ、比表面積４～１６ｍ２／ｇの範囲内にある四三酸化コバ
ルト（Ｃｏ３Ｏ４）
・ガラスフリット（ペースト材料全体の１６．３質量部）
酸化ビスマス（Ｂｉ２Ｏ３）、酸化ホウ素（Ｂ２Ｏ３）および酸化ケイ素（ＳｉＯ２）を
主成分とする組成のもの
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・感光性樹脂および有機バインダを含む樹脂成分（ペースト材料全体の３０質量部）
エチレン性不飽和二重結合を有するカルボキシル基含有感光性樹脂（不飽和カルボン酸と
不飽和二重結合を有する化合物の共重合体にエチレン性不飽和基をペンダントとして付加
させることによって得られるカルボキシル基含有感光性樹脂）
・重合開始剤（ペースト材料全体の０．６質量部）
２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モノフォリノフェニル）ブタン
・モノマー（ペースト材料全体の１０．５質量部）
ペンタエリスリトールアクリレート
・溶剤（ペースト材料全体の１０．０質量部）
　ジプロピレングリコールモノメチルエーテル
【０１０２】
（バス電極の金属電極層を形成するためのペースト材料）
・導電性粒子（ペースト材料全体の４９．８質量部）
粒子径２００ｎｍ～１μｍの銀粒子
・ガラスフリット（ペースト材料全体の２４．９質量部）
黒層ペースト材料と同様
・感光性樹脂および有機バインダを含む樹脂成分（ペースト材料全体の１５．０質量部）
黒色ペースト材料と同様
・重合開始剤（ペースト材料全体の０．３質量部）
　黒色ペースト材料と同様
・モノマー（ペースト材料全体の０．０１質量部）
　黒層ペースト材料と同様
・溶剤（ペースト材料全体の１０．０質量部）
黒層ペースト材料と同様
【０１０３】
（前面板の作製）
　まず、１．８ｍｍ厚のガラス基板(日本電気硝子製のソーダライムガラス)の表面に、Ｉ
ＴＯから成る透明電極（透明電極幅：約１２０μｍ、膜厚：約１００ｎｍ）を形成した。
次いで、かかる透明電極上にバス電極の黒層ペースト材料をスリットコータ法により塗布
して約８０℃で乾燥させ、引き続いて、金属電極層ペースト材料をスリットコータ法によ
り塗布して約８０℃で乾燥させることによってバス電極の前駆体膜を形成した。そして、
電極前駆体膜に対して露光・現像を実施し、約３０℃／分レートにて約３０分掛けて昇温
５００℃にて約２０分間維持、約２℃／分で約５時間掛けて降温するプロファイルにて大
気焼成を行うことによって、電極幅が約８０～１００μｍ、電極間距離が約８０～１００
μｍ、膜厚が１０～１２μｍのバス電極を形成した（図５（ａ）を参照）。図５（ａ）は
、そのバス電極の長手方向に垂直にガラス基板を割断し、その断面を走査型電子顕微鏡で
観察したものである。写真の上方がバス電極の表面であり、断面の全域において、銀の粒
子同士の接触は“局部的”であることが分かる。ちなみに、写真において黒色で観察され
る箇所がガラスフリットの溶融凝固部に相当する。
【０１０４】
　その後、エアロプラズマ社製のＰＴＡ装置を用いて、ノズルと誘電体層間のギャップ２
０ｍｍ、トリミング無、Ｎ２冷却無、アノードトーチパワー４３ｋｗ、スキャン速度５０
０ｍｍ／ｓの条件で焼成後の電極表面近傍の導電性粒子を溶融凝固させ、厚みが約６．７
μｍの溶融固化部を形成した（図５（ｂ）を参照）。図５（ｂ）は、図５（ａ）と同様、
そのバス電極の長手方向に垂直にガラス基板を割断し、その断面を走査型電子顕微鏡で観
察したものである。写真の上方がバス電極の表面であり、バス電極の表面側の銀粒子が溶
融凝固し、銀の粒子同士が溶け合い、銀の粒子同士の接触が“全面的”になっていること
が分かる。
【０１０５】
　次に、デジタルマルチメータ（Ｓａｎｗａ社製、型式ＥＭ－３０００）を用いて、ＰＴ
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Ａ処理前と処理後のバス電極の１ｃｍの長さの抵抗値を測定した。その結果、以下の表１
に示すように、ＰＴＡ処理後のバス電極の方がＰＴＡ処理前のバス電極の抵抗値よりも約
２０％下がっていることが分かった。これは、第２電極層表面の銀粒子同士が溶融凝固す
ることにより“銀成分の面接触”がもたらされ、導電性が向上したことが主要因と考えら
れる。
【表１】

【０１０６】
　さらに、接触式段差計（ＫＬＡテンコール社製、型式ＳＵＲＦＡＣＥ　ＰＲＯ　ＦＩＬ
ＥＲ　Ｐ－１０）を用いて、ＰＴＡ処理後のバス電極の電極形状を測定した。結果を図６
に示す。図６ではバス電極３本の形状が示されており、縦軸は高さ、横軸はバス電極の長
手方向に垂直に走査した位置である。図６に示す結果から分かるように、ＰＴＡ処理後の
バス電極はエッジカールが消滅していることが理解できるであろう。
【０１０７】
（まとめ）
　以上の結果を踏まえると、次の事項を導くことができる：

　・バス電極表面に対してＰＴＡ処理が施されることによって、バス電極の表面側領域に
含まれていた導電性粒子が溶融凝固する。これにより、バス電極の表面側領域の抵抗値が
下層側よりも低下し、電流が流れやすくなるので、放電しやすくなり、消費電力の低いＰ
ＤＰが実現される。

　・ＰＴＡ処理によって表示電極の“エッジカール”を無くすことができる。これにより
、特にゾルゲル法で誘電体層を形成した場合においても、高い絶縁耐圧を有するＰＤＰが
実現される。
【産業上の利用可能性】
【０１０８】
　本発明の製造方法によって得られるＰＤＰは、低消費電力であることはもちろんのこと
、高い絶縁耐圧を有し得るものであるので、一般家庭向けテレビジョンおよび商業用のデ
ィスプレイとして好適に用いることができる他、その他の表示デバイスにも好適に用いる
ことができる。
【符号の説明】
【０１０９】
　１　　前面板
　２　　背面板
　１０　前面板側の基板
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　１１　前面板側の電極（表示電極）
　１２　走査電極
　１２ａ　透明電極
　１２ｂ　バス電極
　１２ｂ’　黒層
　１２ｂ’’白層
　１３　維持電極
　１３ａ　透明電極
　１３ｂ　バス電極
　１３ｂ’　黒層
　１３ｂ’’白層
　１４　ブラックストライプ（遮光層）
　１５　前面板側の誘電体層
　１６　保護層
　２０　背面板側の基板
　２１　背面板側の電極（アドレス電極）
　２２　背面板側の誘電体層
　２３　隔壁
　２５　蛍光体層
　３０　放電空間
　３２　放電セル
　６０　局所的熱処理手段
　１００　ＰＤＰ

【図１】

【図２】

【図３】
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【図９】
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